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 電波利用料見直しに係る料額算定の具体化方針  

 

 

 

電波利用料制度の見直しに関し、本年７月２６日に公表された「電波利用料制

度に関する研究会」の最終報告書（以下「報告書」といいます。）を踏まえ、総務

省において、電波利用料の料額算定に関する具体化方針 (案)を作成しました。今

般これを公表し、広く皆様のご意見を募集するものです。 

見直し後の電波利用料額については、現行と同様、個々の無線局等についての

料額を法律に規定する方向で検討中です。 

 

 

 

１．総論 

 見直し後の電波利用料の基本的な構造は、現行制度と大きな違いはありません。

具体的な使途に係る費用は、次のとおり、大きく「a 群」と「b群」に分類します。 

 

・「a群」・・・電波の経済的価値の向上につながる事務：電波資源拡大のための

研究開発、携帯電話等エリア整備支援事業、地上放送のデジタル

化への完全移行のための送受信環境整備事業等に係る費用に対応

する金額については、電波の経済的価値に係る諸要素を勘案して

算定することとします。 

・「b群」・・・上記以外の事務：電波監視施設の整備・運用等、総合無線局監理

システムの整備・運用などの恒常的な業務に係る費用に対応する

金額については、原則、無線局数で均等負担する方式により算定

することとします。 

 

なお、アナログ周波数変更対策業務については、当該業務により新たに使用可能となる周

波数帯域（現在テレビジョン放送方式が使用している周波数帯域の一部）における新たな無

線通信の態様及び無線局の目的が周波数割当計画において定められました（平成１９年１２

月６日）が、この新たな無線通信の態様（移動通信）による使用は平成２４年７月２５日か

らとされており、まだ使用することができないことをも勘案して、その費用をａ群とｂ群の

双方で案分することとします。 

 

 

参考１ 
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図１ 電波利用料の構成の基本的な構造 

 

 

 

 

 

（注） 電波利用料を用いた事務の概要については、別添を参照してください。 
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２．料額算定の基本的な流れ 

（１）「ａ群」に係る金額について 

電波資源拡大のための研究開発、携帯電話等エリア整備支援事業、地上放送の

デジタル化への完全移行のための送受信環境整備事業等に充てる「ａ群」相当額

については、現行と同様、原則として次の基本的な流れに従い、料額算定のため

の所要の金額を計算することとします。 

 

【第１段階】 

まず、徴収総額（Ａ億円とします。）は、現行でも逼迫帯域と位置付けられてい

る６ＧＨｚ以下の周波数帯域を中心に配分することとします。 

さらに、当該Ａ億円を、移動・放送系を中心とした「３ＧＨｚ以下の帯域」と、

固定・衛星系を中心とした「３～６ＧＨｚの帯域」に、一定比率で配分します。

以下の説明では、３ＧＨｚ以下の帯域での徴収総額をＸ億円、３～６ＧＨｚの帯

域での徴収総額をＹ億円とします。 

 

【第２段階】 

次に、各種無線システムの使用帯域幅を基本として、これに公共性等の特性に

応じた係数を乗じたものにより、上記の各帯域の徴収総額（Ｘ億円又はＹ億円）

を無線システムに配分します。 

 

【第３段階】 

最後に、各種無線システムごとの配分額を個別無線局に配分しますが、その際、

必要に応じ、各無線局の地域特性や出力等を勘案します。 

 

【広域専用電波の扱い】 

携帯電話等、一定の周波数を広域で専用する（以下「広域専用電波を使用する」

といいます）ものについては、個別無線局ごとの課金体系ではなく、地域ごとに

使用している帯域幅に応じた課金体系とします。この広域専用電波では、一定の

帯域幅の中で電波の有効利用に努め、収容無線局数が増加するほど１局当たりに

換算した電波利用料に係る負担金額が減少することを通じて、電波有効インセン

ティブが働くことを期待しています。 
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（２）「ｂ群」に係る金額について 

「ｂ群」に係る金額（徴収総額をＢ億円とします。）は、従来と同じ算定方法

により計算することとします。 

 

 

こうして算定した「ａ群」に係る金額と「ｂ群」に係る金額について電波利用

料の負担額とします。 

（電波利用料 料額算定の基本的な流れを示した図を次に示します。） 

 

 

図２ 電波利用料 料額算定の基本的な流れ 
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３．「ａ群」に係る金額の計算方法 

 

【第１段階】≪逼迫帯域への負担額の配分≫ 

逼迫帯域の考え方及び帯域ごとの負担額の配分 

 逼迫帯域については、電波の利用状況にかんがみ、現行と同じ、６GHz以下の

帯域を観念することが適当であり、「ａ群」の徴収総額Ａ億円を、基本的に当該

逼迫帯域に配分することとします。 

 なお、非逼迫帯域（６GHz超）を使用する無線局の料額については、逼迫帯域

を使用する類似の無線局等の「ａ群」に係る算定金額を参考としつつ、適切に設

定することとします。 

 また、逼迫帯域においても、３GHz 以下の帯域は、３～６GHz の帯域に比べ、 

① 障害物の後ろにより回り込みやすい周波数特性を有すること 

② 電波利用技術の難易度の点から、より容易に利用可能であること 

等の違いがあります。 

 こうした周波数帯域の技術的な性格の違いから、３GHz以下の周波数を使用し

ている放送や携帯電話 1

 このため、３GHz以下の周波数帯域には、全無線局数の９９．９％が集中して

おり、強い逼迫状況が生じていることから、利用ニーズに見合うだけの周波数帯

域の拡張や無線システムの導入が困難な状況が続いていることから、現行のとお

り、３GHz以下の帯域と３～６GHzの帯域に区分して、各々の逼迫度に応じた配

分を行うことが適当であると考えられます。 

、ＰＨＳ、ＭＣＡ、簡易無線などのシステムは、１対多

の形態で無線通信を行っていますが、３～６GHzの周波数を利用する衛星や固定

マイクロ無線等のシステムは、主に１対１で無線通信を行っており、３GHzを境

に、無線通信の形態や密度に大きな差があります。 

 ３GHz以下の帯域と３～６GHzの帯域への配分を考えるに当たり、各々の逼迫

度を計るため、各々の帯域における無線システムに係る無線局の延べ使用周波数

帯域幅（同時に発射できる周波数の帯域幅）を比較すると、ほぼ８：１（約 241

万 MHz：約 29万 MHz）となっております。ａ群に係る算定金額は、経済的価値を

勘案して定めるものであることから、逼迫の度合いに応じた負担をすることが適

当であると考えられます。３GHｚ以下の帯域は３～６GHｚの帯域に比較して約８

                                                   
1 今後の３年間において、３GHz 超の周波数の使用が見込まれる、または、その使用が計画

されている移動通信システムは、「第４世代移動通信システム」を含め現時点では存在してい

ません。 
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倍の逼迫度を有していることから、「３GHｚ以下の帯域」及び「３～６GHｚの帯

域」の配分比率を８：１とすることとします。 

 

図３ 周波数利用の現状 

固定・衛星系

３GHz ６GHz

移動・放送系

固定・衛星系の移行先

〔低マイクロ波帯〕 〔高マイクロ波帯〕

《周波数帯》
逼迫帯域

〔長・中波〕 〔短波〕 〔ＶＨＦ帯〕 〔ＵＨＦ帯〕

非逼迫帯域

携帯電話 ＰＨＳ ＴＶ放送

【主な無線システム（代表例）】
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衛星局
（Ｃバンド）

衛星局
（Ｋｕバンド）

短距離
固定通信

【主な無線システム（代表例）】 【代表例】

降雨で弱められる

電波の伝わり方

利用技術の難易度

直進する

難しい易しい

障害物の後ろに回り込む

周波数の更なる逼迫
無線局の実際の
使用周波数幅の
合計の比（８：１）

で配分
将来の移動系利用に向けた
研究領域

 

 

【第２段階】≪各種無線システムへの負担額の配分≫ 

① 「使用周波数帯域幅」の計算 

 各種無線システムからの徴収総額については、原則、各種無線システムが使

用している周波数の合計帯域幅（以下「使用周波数帯域幅 2

例えば、３～６GHｚにおいては、マイクロ固定通信（電気通信業務用）と地

球局が同一の帯域（5925～6000MHｚ、使用周波数帯域幅７５MHｚ）を共用して

いますが、この帯域における当該各無線システムの使用周波数帯域幅は、 

」といいます。）に

基づいて、第１段階の徴収額を各種無線システムに配分することとします。ただ

し、同一周波数帯で異なる無線システム間の共同利用を図っている場合は、当該

帯域幅に 1/2を乗じて計算します。 

                                                   
2 各種無線システムの使用周波数帯域幅を計算する際、3MHz 以上の未使用周波数帯域幅が

存在する場合は、当該帯域幅を減ずることとします。 
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７５MHz × 1/2 ＝ 37.5MHz 

となります。 

 また、使用周波数帯域幅の計算において、以下の３つの類型の帯域（以下「算

定対象外帯域」といいます。）については、計算の対象外とします。 

算定対象外帯域を使用する無線局の金額は、電波利用料負担の公平性の観点

から、類似の無線システムの無線局の金額を類推適用するなど、その金額を別

途適切に設定することとします。 

① 使用する帯域幅が小さい無線システム（使用周波数帯域幅が３MHz以下の

もの） 

② 政策的な配慮が必要な無線システム（義務船舶局、義務航空機局等） 

③ 公共性の高い国、地方公共団体の無線システム 

 

② 各種無線システムへの特性の勘案 

 

  各種無線システムへの配分は、原則として、その使用周波数帯域幅に基

づき行いますが、無線システムにはさまざまな特性があることから、使用

周波数帯域幅に、それぞれの特性に応じた係数（以下「特性係数」という。）

を乗じることとします。 

 

＜特性係数＞ 

ア 同一システム内で複数の免許人による共用を行う型の電波利用形態：1/2 

簡易無線やラジオマイクのように、多数の免許人等が同一の周波数の共用

を図ることにより国民に等しく電波利用の機会を付与する形態については、

その利用形態を勘案することとします。 

イ 外国の無線局等との周波数調整を行う必要があるもの：1/2 

人工衛星局、地球局など、外国の無線局等と周波数の共用を図るために調

整等が必要な利用形態である点を勘案します。 

 

ウ 国民への電波利用の普及に係る責務等：1/2 

放送局など、電波利用の便益を広く国民に付与するため、通常の市場活動

を超えてユニバーサル・サービス又はこれに準じた責務等が法令等において

規定されているものについては、その公共性を勘案することとします。 
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エ 国民の生命、財産の保護に著しく寄与するもの：1/2 

船舶局、航空機局など、国民の生命、身体の安全及び財産の保護に寄与す

るものについては、その公共性を勘案することとします。 

 

オ 設置義務と同等の効果を有するもの：1/2 

衛星携帯電話など、国民の生命・財産の保護の上で設置義務のある設備に

代えることが認められているもについては、その効果を勘案します。 

 

カ 非逼迫地域で使用するもの：1/5 

都市部とそれ以外の地域の無線局密度の差を勘案します。 

 

③ 各種無線システムの負担額の計算 

「３GHz 以下の帯域」、「３～６GHz の帯域」の帯域ごとに、使用する帯域幅

（特性係数を乗じたもの）に応じて、各種無線システムの配分額を次の式によ

り計算することとします。 

 

 

       ＝      × 

 

 

＜計算対象システムについて＞ 

使用する周波数帯域幅の計算対象となるシステムは、３GHz以下、３～６GHz

の帯域ごとに、それぞれ次の表に掲げるものとします。 

広域専用電波を使用する無線システムについては 11 ページをご覧ください。 

 

 [３GHz以下] 

無線システム 特性係数 上記②の区分 

簡易無線 1/2 ア 

ＦＰＵ 1/4 ア、ウ 

ラジオマイク 1/4 ア、ウ 

ＰＨＳ 3/4 ア（※３） 

その他基地局 － － 

人工衛星（通信） 
1/8 

イ、エ、オ 

人工衛星（放送） イ、ウ、エ 

テレビジョン放送 1/4 ウ、エ 

ラジオ放送 1/4 ウ、エ 

固定局 － － 

当該無線ｼｽﾃﾑの使用する帯域幅 × 特性係数 
 

Σ（各種無線ｼｽﾃﾑの使用する帯域幅 × 特性係数） 

各種無線ｼｽﾃﾑの 

配分額 

各帯域の 

配分総額 
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※３ ＰＨＳについては、参入事業者を限定している点では通常の共用型の電波利用形態

とは異なるが、他方、同一の帯域の中で、ほぼ同じシステム形態のデジタルコードレ

ス電話との共用を行っている帯域を有することから、共用型の電波利用としての性格

も有している形態として扱い、特性係数を 3/4とします。 

 

 [３～６GHz] 

無線システム 特性係数 上記②の区分 

電波高度計 1/8 ア、エ、オ 

人工衛星 1/4 イ、エ 

地球局 1/4 イ、エ 

マイクロ固定（通信） － － 

マイクロ固定（放送） 1/2 ウ 

 

 

【第３段階】≪個々の無線局への負担額の配分≫ 

 個々の無線局への料額の算定に当たっては、各種無線システムごとの負担額

として第２段階で計算した金額を基に、必要に応じ、地域特性や出力などを勘案

して計算します。 

① 地域特性の勘案 

 固定局等に係る料額の算定にあたっては、地域によって、電波の逼迫の程度

に大きな差が認められる点（例：無線局の密度）を勘案することとします。 

表：都道府県別固定局密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順　位 都道府県名 密度 指数
(局/平方km） (平均=1)

1  東京都 2.65 9.81
2  大阪府 1.51 5.60
3  神奈川県 1.31 4.85
4  長崎県 0.79 2.92
5  愛知県 0.74 2.74
6  沖縄県 0.73 2.72
7  千葉県 0.70 2.59
･
･
･

･
･
･

･
･
･

･
･
･

45  岩手県 0.12 0.43
46  秋田県 0.10 0.36
47  北海道 0.09 0.32

 全　国 0.27 1.00

面積：都道府県別面積調(平成19年4月1日)

固定局
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 このため、全国を４地域に区分した上で、次の係数により計算することとし

ます。 

 

地 域 第１地域 第２地域 第３地域 第４地域 

対 象 東京都 大阪府 

神奈川県 

その他の 

地域 

過疎 

地域等 

係 数 ３０ １５ ３ １ 

 

② 使用する帯域幅の勘案 

 マイクロ固定通信のように、個々の無線局が使用する帯域幅に大きな差が認

められるものについては、必要に応じ、帯域幅を勘案して料額を計算します。 

 

③ 出力の勘案 

 ＰＨＳの基地局のように、個々の無線局の出力に大きな差が認められるもの

については、必要に応じ、出力を勘案して料額を計算します。 

 また、テレビジョン放送局の場合、出力に加え、広域圏における放送である

か否か等も勘案することとします。 

 

【広域専用電波に係る料額】 

携帯電話、ＭＣＡ、衛星携帯電話等の広域専用電波を使用する無線システムに

おいては、ａ群に係る費用に関して、局数ではなく使用する帯域幅に応じた課金

体系を導入します。 

 なお、広域専用電波の指定は、基本的に総合通信局等の管轄区域を単位として

行い、当該地域ごとに人口等を勘案した係数を設定します。 

 広域専用電波を使用する無線システムへの配分額は、１）地域ごとに電波を専

用する地上系と、２）それ以外の衛星系に分けて計算します。 

 

１）地上系に該当するものは、具体的には、携帯電話、ＭＣＡ、ルーラル加

入者無線です。２）衛星系に該当するものは、具体的には、衛星携帯電話です。

それぞれの無線システムの地域特性係数については、次表のとおりです。 
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無線システム 特性係数 上記第２段階②の区分 

携帯電話 － － 

ＭＣＡ － － 

空港ＭＣＡ － － 

ルーラル加入者無線 1/10 ウ、カ 

衛星携帯電話 1/40 イ、エ、オ、カ 

 

 

４．「ｂ群」に係る金額の計算方法 

 

「ｂ群」相当額については、現行と同様、無線局数で均等配分した金額に、総

合無線局監理システムの整備・運用に係るデータ量案分額を加えたものを、各無

線局ごとの負担額とします。 

 

 

５．電波利用料の負担 

 

（１）電波利用料の料額とその負担 

個別の無線局に係る電波利用料については、原則として、「ａ群」に対応す

る金額に「ｂ群」に対応する金額を加えたものとします。 

ただし、広域専用電波の電波利用料を支払う免許人については、その電波

利用料と個別の無線局に係る電波利用料（「ｂ群」に対応する金額のみから算

定）を負担することとなります。 

 

（２）テレビジョン放送に係る電波利用料の扱い 

地上テレビジョン放送に係る電波利用料については、上記で述べた考え方

で料額を算定することとしますが、負担の急激な変動が生じることや、円滑

なデジタル化の推進等に関する政策的な必要性等について考慮した経過措置

的な手段を講じることとします。 

 

（３）国、独立行政法人（一部）、国立大学法人に係る電波利用料の扱い 

現行では、国、独立行政法人（電波法施行令第 11条の各号に掲げるもの。）、

国立大学法人の無線局は電波利用料が免除されていますが、今後は、民間と

の負担の公平性を確保する観点から、非常時の国民の安全・安心の確保、又

は、治安・秩序の維持を直接の目的とする無線局を除き、電波利用料の徴収

の対象とすることとします。 
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（参考） 

 ①「３GHz以下」の帯域における無線局の料額表 

  例：ＰＨＳ基地局（無線局ごとの出力、地域特性を勘案） 

   

出力   特性 第 1地域 第 2地域 第 3地域 第 4地域 

ｐワット超 ○○円 ○○円 ○○円 ○○円 
ｐワット以下 ○○円 ○○円 ○○円 ○○円 

 ※このうち、「ｂ群」に係る金額は、いずれの欄も同じ。 

 

 

 ②「３～６GHz」の帯域における無線局の料額表 

  例：固定局（無線局ごとの使用する帯域幅、地域特性を勘案） 

 

   特性 

使用す 

る帯域幅 

第 1地域 第 2地域 第 3地域 第 4地域 

ｒＭＨｚ超 ○○円 ○○円 ○○円 ○○円 
ｓＭＨｚ超 

ｒＭＨｚ以下 
○○円 ○○円 ○○円 ○○円 

ｓＭＨｚ以下 ○○円 ○○円 ○○円 ○○円 
 

 

 ③ 広域専用電波 

  （３GHｚ以下の場合） １MHｚ当たり○○円 


